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提案理由 

政府においては、ＴＰＰ協定書作成作業から撤退し、調印を中止することを

強く求める。 

これが、本案を提出する理由である。 



ＴＰＰ協定書作成作業からの撤退と調印中止を求める意見書 

 

アメリカで開かれていたＴＰＰ（環太平洋連携協定）１２カ国閣僚会合は 

１０月５日「大筋合意」を発表した。 

徹底した秘密交渉のもと市場開放分野では、全品目の９５％で関税を最終的

に撤廃する。農産物重要５項目でも５８６品目のうち１７４品目（約３０％）

で、関税を撤廃する。 

コメではミニマムアクセス（最低輸入機会）７７万トンとは別に、今回さら

にアメリカ、オーストラリアから無関税で輸入する７万８,０００トン枠を新

設、牛肉３８.５％の関税を１６年かけて９％へ、脱脂粉乳とバターに低関税

のＴＰＰ枠など、軒並み関税引き下げや撤廃、輸入特別枠などを設けた。 

その一方で、日本車に対するアメリカの関税は、乗用車で２５年目に撤廃、

トラックについては３０年目に撤廃するとした。 

さらに、製薬大企業の利益を担ったアメリカはデータ保護期間を実質８年で

合意し、製薬大企業が高値で独占販売できる期間を長くした。日本政府もそれ

に同調し、自動車や製薬などの多国籍企業の利益を優先した。 

ＴＰＰ交渉は「大筋合意」であり、決着したわけではない。 

今後、協定の文書化や調印、各国の批准、国会承認が必要となる。 

ＴＰＰ交渉内容は、コメ、麦、牛肉・豚肉、乳製品、砂糖の重要５品目を交

渉から除外するとした国会決議（２０１３年４月）にも明白に反する内容であ

る。また日本国民の利益をアメリカや多国籍企業に売りわたすものであり、決

して容認できない。 

よって政府においてはＴＰＰ協定書作成作業から撤退し、調印を中止するこ

とを強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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